
事務 ト

経

付費等を支給した。高

費

練等給付費等を支給し

[

た。高 練等給付費等を

長

支給する。高 練等給付

期

費等を支給する。高

額

総

障害福祉サービス費を

合

支給 額障害福祉サービ

計

ス費を支給 額障害福祉

画

サービス費を支給 額障

]

害福祉サービス費を支

そ

給 額障害福祉サービス

の

費を支給

した。 した。

他

した。 する。 する。

分野別目

２　事

標

業コスト

事業費等（千

４

円）
平成28年度 平成

誰

29年度 平成30年度

も

平成31年度 令和02

が

年度

当初予算 決算 当初

安

予算 決算 当初予算 決算

心

当初予算 決算 計画 決算

し

事業費 5,524,4

て

98 5,792,27

住

2 5,875,673

み

6,201,485 6

続

,301,131 6,

け

557,862 6,8

ら

27,055 0 6,8

れ

27,055 0

伸び率

る

（％） 0% 0% 6.4

持

% 7.1% 7.2% 5

続

.7% 8.3% △10

可

0% 0% 0%

人件費
正

能

規職員 53,093 5

な

3,173 53,44

ま

0 51,844 49,

ち

391 48,112 4

事

6,594 0 46,5

業

94 0

正規職員以外 1

区

4,784 22,55

分

0 23,268 25,

(

084 19,950 1

2

9,072 21,60

)

5 0 21,605 0

小

自

計 67,877 75,

治

723 76,708 7

事

6,928 69,34

務

1 67,184 68,

○

199 0 68,199

法

0

国庫支出金 2,76

定

1,955 2,856

受

,181 2,937,

託

543 3,122,5

事

20 3,150,36

務

2 3,257,375

そ

3,413,527 0

の

3,413,527 0

他

県支出金 1,380,

政

977 1,428,0

　

89 1,468,77

策

1 1,561,260

９

1,575,181 1

将

,639,147 1,

来

706,763 0 1,

に

706,763 0

市　

向

　債 0 0 0 0 0 0 0 0

か

0 0

そ の 他 586

っ

635 586 817 5

て

85 449 585 0 5

希

85 0

一般財源（税等

望

） 1,380,980

の

1,507,367 1

持

,468,773 1,

て

516,888 1,5

る

75,003 1,66

福

0,891 1,706

祉

,180 0 1,706

社

,180 0

所要人数 正

会

規職員 6.68 6.6

の

9 6.70 6.50 6

形

.18 6.02 5.8

成

3 0.00 5.83 0

会

.00

（人） 正規職員

計

以外 6.72 10.2

款

5 10.25 11.0

施

5 8.71 8.31 9

　

.37 0.00 9.3

策

7 0.00

主な予算内

３

訳
障害福祉サービス等

障

給付費　　6,299

害

,797千円

のある人

３　目標及び実績
指

の

標名 単位 平成28年度

自

平成29年度 平成30

事

立

年度 平成31年度 令和

と

02年度

活
動
指
標

居宅

社

介護等実利用者数
人

目

会

標値 1036 1140

参

939 969 1001

加

実績値 890 898 9

の

43

達成度(%) 86

推

% 78.8% 99.2

進

% % %

生活介護実利用

会

者数
人

目標値 755 7

計

70 770 778 78

・

7

実績値 753 766

項

777

達成度(%) 9

予

9.7% 99.4% 1

算

00.7% % %

就労継

区

続支援Ａ型実利用者数

分

人
目標値 332 405

目

339 350 355

実

取

績値 295 308 31

組

9

達成度(%) 88.

方

8% 76% 94,1%

針

% %

成
果
指
標

居宅介護

２

等月間延利用時間
人

目

地

標値 26211 288

域

42 20451 209

で

80 21389

実績値

の

20167 19878

生

20033

達成度(%

活

) 77% 68.9% 9

を

7.8% % %

生活介護

送

月間延利用者数
人

目標

る

値 14270 1455

た

3 14694 1485

め

1 15010

実績値 1

の

4242 14519 1

支

4755

達成度(%)

援

99.8% 99.8%

体

102% % %

就労継続

制

支援Ａ型事業月間延利

づ

用者数
人

目標値 670

く

6 8181 6770 6

り

991 7091

実績値

大

5854 6133 63

事

42

達成度(%) 87

業

.3% 75% 95.3

中

% % %

事業

事業種別 継続 関連個別計画 和歌山市障害者計画

事業年度 ～ 担当課・担当課長・Tel 障害者支援課 西岡　貞晶 435

業

-1060

事業実施の根拠法令 障害者総合支援法 関連課 保健対策課

１　事業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

障害者総合支援法に基づく介護給

チ

付費等の支給決定を受けた障害のあ 障害福祉サービスの訪問系サービス及び居住系サービスの実施、日中活動系サービスの実施、就労支援サ

る人に対して障害福祉サービスを実施し、障害のある人の自立促進を ービスの実施

ェ

、高額障害福祉サービス等給付費を支給する。

図る。また、高額障害福祉サービス等給付費を支給し、世帯の利用者

負担を軽減する。

事
業
内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和

事

02年度

訪問系サービ

ッ

務

ス等の支給決定 訪問系

事

サービス等の支給決定

業

訪問系サービス等の支

N

給決定 訪問系サービス

o

等の支給決定 訪問系サ

事

ービス等の支給決定

を

業

行い、介護給付費等を

名

支給 を行い、介護給付

[

費等を支給 を行い、介

事

護給付費等を支給 を行

ク

業

い、介護給付費等を支

基

給 を行い、介護給付費

本

等を支給

した。日中活

情

動系サービス等 した。

報

日中活動系サービス等

]

した。日中活動系サー

1

ビス等 する。日中活動

5

系サービス等 する。日

0

中活動系サービス等

の

5

支給決定を行い、介護

シ

3

給付 の支給決定を行い

介

、介護給付 の支給決定

護

を行い、介護給付 の支

給

給決定を行い、介護給

付

付 の支給決定を行い、

費

介護給付

費等を支給し

事

た。就労支援サ 費等を

業

支給した。就労支援サ

区

費等を支給した。就労

分

支援サ 費等を支給する

ー

(

。就労支援サ 費等を支

1

給する。就労支援サ

ー

)

ビスの利用決定を行い

事

、訓 ービスの利用決定

業

を行い、訓 ービスの利

経

用決定を行い、訓 ービ

費

スの利用決定を行い、

○

訓 ービスの利用決定を

管

行い、訓

練等給付費等

理

を支給した。高 練等給



性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか 達成している（90%以上） ○ おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 ○ 重要かつ高い貢献度がある 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し ○ 適正 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）

事
業
内
容
の
方
向
性

充実

現状維持 ○

縮小

廃止

ゼロ 縮小 現状維持 拡大

コスト投入の方向性

年々利用者が増加していることから今後も増加することが見込まれるうえ、報酬単価等が国で定められた事業であることか

ら、現状の方向性で問題ないと考える

４

。

担当課評価の根拠

障

　

害者の日常生活及び社

事

会生活を総合的に支援

業

するための法律に規定

の

する介護給付事業であ

評

り、障害者の福祉を図

価

るには必

須の事業であ

評

るため、引き続き現行

価

どおり行うべきである

基

。

見直し・改善内容

準

[妥当性]事業のニーズはあるか ○ 増加している 横ばい 減少している

[妥当


